
平成25年度 特定非営利活動法人に関する実態調査

１

１ 調査の目的

改正特定非営利活動促進法（平成２４年４月１日施行）において、「施行後３年を目途として、
新制度の実施状況、特定非営利活動法人を取り巻く社会経済情勢等を勘案した検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる」との規定が設けられた。

このことを受けて、将来の検討に資することを念頭に、法施行後の時点における特定非営利
活動法人を取り巻く情勢や、新制度の実施状況等についての実態把握を行うこととあわせて、
地域の活性化および共助社会をつくっていくため、特定非営利活動法人による共助活動の推進
に必要な政策課題の分析および支援策の検討を行うことを目的として今回の実態調査を実施し
た。

２ 調査方法
調 査 対 象： 全国の特定非営利活動法人（認定・仮認定法人を含む。）４７，３０３法人

（平成２５年３月末現在の全特定非営利活動法人）
調 査 方 法： オンライン調査（ただし郵送・ＦＡＸの回答も可とした）
調 査 期 間： 平成２５年８月９日（金）～９月３０日（月）（５０日間）
回 収 率 ： ２９．８％

調査請負会社： 楽天リサーチ株式会社



※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）
２

ＮＰＯ法人の人材①（職員数）

【法人類型別 職員数】
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全体(n=10,832)

会費比率が高い法人(n=3,305)

寄附金比率が高い法人(n=1,266)

補助金・助成金比率が高い法人(n=1,495)

自主事業収入比率が高い法人(n=2,694)

受託事業収入比率が高い法人(n=1,627)

均衡型(n=445)

0人 1人 2人 3人 4～5人 6～10人 11～20人 21～30人 31人以上

○職員数（中央値。職員数０人を含む）は、認定・仮認定を受けていない法人で５人、認定・仮認定法人は７人

(単位：人） (単位：％）

職員内構成比

中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 常勤有給職員数／職員数

全体 12,093 5 10 3 9 1 4 20.0

認定・仮認定を

受けていない法人
11,815 5 10 3 9 1 4 20.0

認定・仮認定法人 278 7 16 5 13 2 6 28.6

法人数
職員数 有給職員数 常勤有給職員数

【職員数・有給職員数・常勤有給職員数】



※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）

３

ＮＰＯ法人の人材②（ボランティア数）

【ボランティア数】
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全体（n=11,699）

会費比率が高い法人（n=3,281）

寄附金比率が高い法人（n=1,252）

補助金・助成金比率が高い法人型

（n=1,463）

自主事業収入比率が高い法人

（n=2,603）

受託事業収入比率が高い法人

（n=1,559）

均衡型（n=422）

収入0円(n=1,119)

【法人類型別 合計ボランティア数】

0人 1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100～199人 200～499人 500人以上

（単位：人）

法人数
合計

中央値 平均値

全体 11,870 10 336

認定・仮認定を受けていない法人 11,599 10 331

認定・仮認定法人 271 72 532

○ボランティア数（中央値。ボランティア数０人を含む）は、認定・仮認定を受けていない法人で１０人、
認定・仮認定法人は７２人



ＮＰＯ法人の人材③（会員数）

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）

４

○個人会員、団体会員とも全ての会員種別において、認定・仮認定を受けていない法人に比べ、認定・仮認
定法人の会員数(中央値)が多い。

（１）個人会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：人）

法人数
社員

中央値 平均値

全体 11,740 16 75

認定・仮認定を受けていない法人 11,467 15 74

認定・仮認定法人 273 45 108

②社員以外 （単位：人）

法人数
賛助会員 特別会員

中央値 平均値 中央値 平均値

全体 7,444 3 35 0 6

認定・仮認定を受けていない法人 7,232 3 32 0 5

認定・仮認定法人 212 33 118 0 35

（２）団体会員

①社員（いわゆる正会員） （単位：団体）

法人数
社員

中央値 平均値

全体 5,538 0 9

認定・仮認定を受けていない法人 5,361 0 8

認定・仮認定法人 177 2 14

②社員以外 （単位：団体）

法人数
賛助会員 特別会員

中央値 平均値 中央値 平均値

全体 4,575 0 5 0 1

認定・仮認定を受けていない法人 4,408 0 4 0 1

認定・仮認定法人 167 5 16 0 1



ＮＰＯ法人の資金①（財政状況）

【特定非営利活動に係る事業（収入・支出）】

５
※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）
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認定・仮認定法人

(n=268)

【特定非営利活動事業の総収入金額】

0円 0円超～100万円以下 100万円超～500万円以下
500万円超～1,000万円以下 1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～1億円以下
1億円超

61.5%

（単位：万円）

法人数
総収入金額 総支出金額 収支差額

中央値 平均値 中央値 平均値 平均値

全体 10,727 689 3,691 643 3,527 164

認定・仮認定を受けていない法人 10,459 662 3,553 618 3,390 164

認定・仮認定法人 268 2,043 9,069 1,944 8,878 191

○総収入金額、総支出金額ともに、認定・仮認定法人が認定・仮認定を受けていない法人よりも多い。
○認定・仮認定法人では総収入金額「１，０００万円超」の割合が６１．５％を占める。
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【総収入の内訳】

会費 寄附金 補助金・助成金 事業収益 その他収益

ＮＰＯ法人の資金①（財政状況）

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）
６
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0% 20% 40% 60% 80%

個人

政府系金融機関

銀行

信用金庫

労働金庫

信用組合

地方自治体

他のＮＰＯ法人

その他

【借入先（複数回答）】

全体(n=3,301)

認定・仮認定を受け

ていない法人

(n=3,225)

認定・仮認定法人

(n=76)

○総収入の内訳は、認定・仮認定を受けていない法人では「事業収益」の割合が高く、認定・仮認定法人では
「寄附金」の割合が高い。借入先としては、「個人」が圧倒的に多い。



ＮＰＯ法人の資金②（人件費）

７

○常勤有給職員１人当たり人件費は、「300万円超」が「保健、医療又は福祉の増進」の活動分野で増加傾向
にあり、全体の割合を押し上げている。

※１ 平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）
※２ 平成２４年２月２５日～３月２５日に内閣府において平成２３年１１月末日時点の全特定非営利活動法人（４３，９９３）を対象に調査実施（回収率１９．０％）
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【主な活動分野別 常勤有給職員１人当たり人件費】（平成25年度調査※１）
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【主な活動分野別 常勤有給職員１人当たり人件費】（平成23年度調査※２）

100万円以下 100万円超～200万円以下 200万円超～300万円以下

300万円超～400万円以下 400万円超～500万円以下 500万円超

19.7%

20.8%



ＮＰＯ法人の資金③（個人からの寄附）

59.6

60.6

15.4

8.2

8.4

2.0

4.0

4.1

2.0

3.0

3.0

1.7

3.3

3.3

4.4

5.0

5.1

3.8

5.1

5.1

7.2

5.0

4.8

10.6

2.7

2.5

11.3

4.0

3.1

41.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=12,873)

認定・仮認定を

受けていない法人
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【個人寄附件数】

0件 1件 2件 3件 4～5件 6～10件 11～20件 21～50件 51～100件 101件以上

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）

８

【個人寄附】

法人数
件数 金額（単位：万円）

中央値 平均値 中央値 平均値

全体 12,411 0 60 0 114

認定・仮認定を受けていない法人 12,124 0 28 0 34

認定・仮認定法人 287 60 1,448 76 3,518

○寄附件数、寄附金額ともに、認定・仮認定を受けていない法人に比べ、認定・仮認定法人が多い。



ＮＰＯ法人の資金④（法人からの寄附）

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）
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【法人寄附件数】

0件 1件 2件 3件 4～5件 6～10件 11～20件 21～50件 51～100件 101件以上

67.7%

９

○寄附件数、寄附金額ともに、認定・仮認定を受けていない法人に比べ、認定・仮認定法人が多い。

【法人寄附】

法人数
件数 金額（単位：万円）

中央値 平均値 中央値 平均値

全体 12,127 0 3 0 52

認定・仮認定を受けていない法人 11,847 0 1 0 34

認定・仮認定法人 280 3 62 20 784



ＮＰＯ法人の資金⑤（経理状況）
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【経理担当者の状況】

経理専門の担当者がいる 法人の他の業務も兼務する経理担当者がいる
特に決まった人はおらず、できる人がその都度担当している 公認会計士、税理士等外部の人や団体に依頼している
その他
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56.0
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9.9

3.6
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(n=13,091)

認定・仮認定を
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【採用している会計基準等】

収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き ＮＰＯ法人会計基準
公益社団・財団法人等において採用されている損益計算型の会計基準 一般企業において採用されている損益計算型の会計基準
その他 分からない

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％） １０

○認定・仮認定法人では、経理専門の担当者がいる割合が３０．６％
○認定・仮認定法人では、ＮＰＯ法人会計基準を採用している割合が７２．４％



ＮＰＯ法人の情報開示
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18.3
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2.5

18.6
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4.5
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49.1

23.5

4.4

7.2

2.7

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自身のホームページで一般に公開

所轄庁・民間団体のホームページで一般に公開

一般向けの広報誌で公開

一般向けの説明会を開催

会員や寄附者以外には情報提供していない

閲覧以外の情報開示はしていない

その他

【情報開示手段（複数回答）】

全体(n=13,048)

認定・仮認定を受けていない法人(n=12,755)

認定・仮認定法人(n=293)

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％） １１

○自身のホームページで一般に公開している割合は、認定・仮認定法人（７７．５％）が、認定・仮認定を受け
ていない法人（４０．１％）のほぼ２倍。



（ｎ＝4,788）

認定・仮認定制度の認識、利用意向

38.4

37.1

98.0

50.9

52.1

2.0

10.6

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=13,043)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=12,749)

認定・仮認定法人

(n=294)

【認定・仮認定制度の認識】

制度の内容まで知っている 制度の名前程度なら知っている 知らない

5.7 10.1 3.6 34.4 37.6 3.4 5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【認定・仮認定制度の利用意向】

既に認定・仮認定を受けている 認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている
仮認定制度を利用して、仮認定申請の準備を進めている 関心はあるが、申請の準備を進めていない
現時点においては認定・仮認定の申請をしない 関心がない又はよく分からない
その他

48.1%

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）

１２

○認定申請準備中、仮認定申請準備中、関心がある法人は、制度の内容まで知っている法人（４，７８８法
人）の４８．１％で、“認定・仮認定申請予備軍”である。



必要と考える行政による環境整備

60.2

53.3

40.9

32.4

24.4

15.5

5.6

6.5

62.0

56.8

51.7

44.9

25.3

21.9

2.4

10.3

0% 20% 40% 60% 80%

法人への資金援助

公共施設等活動場所の低廉・無償提供

法人に対する税制優遇措置の拡充

市民・企業等が法人の活動情報を

得られる仕組みなどの環境整備

法令・経理等に係る研修の機会の提供

所轄庁からの監督強化等による

特定非営利活動法人の社会的信頼の向上

行政からの支援は期待していない（必要ない）

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=12,652） 認定・仮認定法人(n=292)

※平成２５年８月９日～９月３０日に内閣府において平成２５年３月末日時点の全特定非営利活動法人（４７，３０３）を対象に調査実施（回収率２９．８％）

１３

（複数回答）

○認定・仮認定法人は、行政による環境整備を望む声が多岐にわたり、資金面の整備を求める割合が高い。
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